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          率先しよう  

第229７回例会 ９月５日 １２：30点鐘 例会場 
        今週の合唱＝〈君が代・奉仕の理想〉 
①会長挨拶  ②幹事報告  ③ニコニコ BOX の発表 ④誕生祝い ⑤委員会報告 
⑥米山奨学金授与 ⑦卓話 やっさまつり推進協議委員 ⑥出席報告 ⑦閉会宣言 
    ＊＊＊＊＊ 前回の記録 (８月２２日)  ＊＊＊＊＊ 

◆会長挨拶 秋 葉 芳 秀 会 長 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

８月２４日の日本経済新聞に金剛組の記事が載り

ました。私はこの会社を前から知っておりました。

1400年続いた宮大工組織であり、日本どころか世界
最古の企業だからです。私は結婚式のスピーチで、

跡継ぎの新郎に対し、「３０年や４０年でなく、とり

あえず１００年間生き残っていける事業を展開しま

しょう。大阪の金剛組は１４００年も続いているん

ですよ」と、馬鹿の一つ覚えとして必ず呼びかけた

ものでした。 
その金剛組の記事ですから興味深く見たところ、

何と本体は破産し、事業と大工集団は高松建設とい

う東証一部上場企業が完全子会社（同名の金剛組）
を設立し継承した、との内容でした。事業破綻の原

因は、１９８０年代の多額の不動産投資、国宝クラ

ス級の寺社からの受注減、そして売掛金の回収遅延

による資金繰りの悪化という一般的なものです。し

かし１４００年の間には何度も経験したことであ

り、本質原因ではないと思います。 
金剛組はゴーイングコンサーンとして継続します

が、金剛一族の経営する組織は、第４０代の金剛正

和氏を最後に、１４２９年の歴史に幕を引きました。

寂しい限りです。 
１４００年以上の長寿を保った特長を要約すると、

①環境の変化に敏感に対応するも本業を重視 
②資金調達は保守的で、質素倹約を旨とする 
③予期し得ない将来の危機に備え、「組」という徹底

した人材育成システムを構築、 
になるようです。 
現代に於いても参考にすべきことは多いと思います。 
◆幹事報告 長 尾 邦 俊 幹 事 
１．2005～2006年度 地区大会寄付者名簿の訂正

がきています。 

２．９月１６日(土)13:00より東雲閣にて 

土屋康郷の葬儀のご案内がきております。 

３．東金ビューR,Cより９月の例会案内 

例会場 サンピアホール 

９月 ７日 ガバナー補佐訪問 点鍾19:00 

９月１４日 ガバナー公式訪問 点鍾12:30 

９月２１，２８日は通常例会 

◆委員会報告 
◎会員増強委員会 並木 孝治 委員長 
 ８／２２夕方６時から１０名で委員会を開き
ました。毎月委員会を開き経過報告をします。 

◎ロータリー財団委員会 小林清益 委員長 
地区ロータリー財団の委員会に会長と共に出席し

ました。地域における人道的、教育的、文化交流プ

Ｒ Ｉ 会 長   ｳｨﾘｱﾑ・ﾋﾞﾙ・ﾎﾞｲﾄﾞ 

ガ バ ナ ー   白 鳥  政 孝 

ガバナー補佐   菅 井  直 秀 

会   長   秋 葉  芳 秀 
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ログラムに補助金が出ます。東金でも何かありまし

たら申請したいと思います。申込締切は毎年９月末

になります。 

◎親睦活動委員会 井上 五男 委員長 
 9/12(火)創立記念例会に、ご家族の方が一人で
も多く参加いただきたくご案内します。 

 
◎卓 話   豊福 豊次 会員 
  「我が国の食料自給率について」 

１．我が国の食料事情 
 我が国のカロリーベースの食料自給率は、昭和
４０年度の７３％から５０年度には５４％へと

短期間に大きく低下し、その後、ほぼ横ばいで推

移しましたが、６０年度以降再び大きく低下し、

平成１０年度には４０％となり、それ以降は７年

連続で４０％と横ばいで推移しています。 
 それでは、先進国の食料自給率を比較してみる

と、オーストラリヤ２３０％、フランス１３０％、

アメリカ１１９％、英国７４％で先進国の中で我

が国は最低水準となっています。 
 世界１７３の国･地域の中で日本は１２４位で

あり、ＯＥＣＤ加盟国３０カ国中２７位で、アイ

スランド、オランダに次ぐ低さとなっています。 
 そこで、食料自給率低下の主な原因は、 
①食生活の大きな変化により、国内自給可能な米

の消費が減少する一方、国内生産が困難な飼料

穀物や油糧原料(大豆，菜種)を使用する畜産物
や油脂類の消費増加がありました。 

②生産が消費者のニーズなどに十分対応しきれ

ず、生産の向上や品質の改善を図るための取り

組みが不十分でした。 
 
２．品目別食料自給率の推移(％) 
      昭 40   昭 50  昭 60 平 10 平 16 
米    ９５ １１０ １０７ ９５  ９５ 
小 麦   ２８   ４  １４  ９  １４ 
芋 類  １００  ９９  ９６ ８５  ８３ 
大 豆   １１   ４   ５  ３   ３ 

果 実   ９０  ８４  ７７ ４９  ３９ 
肉 類   ９０  ７７  ８１ ５５  ５５ 
鶏 卵  １００  ９７  ８５ ７１  ６７ 
乳 製 品  ８６  ８１  ８５ ７１  ６７ 
魚 介 類 １００  ９９  ８３ ５７  ４９ 
油 脂 類  ３１  ２３  ３２ １５  １３ 
㌍自給率  ７３  ５４  ５３ ４０  ４０ 
食料自給率 ８６  ８３  ８２ ７０  ７０ 
 
３．定番メニューの自給率 
  〔天ぷらそばの自給率〕 
 そば２１％、えび５％、ネギ９１％、天ぷら粉

７％、卵９％、植物油２％、かつおだし８８％、

砂糖３５％、しょう油０％、本みりん９５％、

生椎茸７２％、かまぼこ５０％ 

４．食料自給率が低いことの問題点 
 (１)現在既に約８億人の人々が飢餓や栄養不

足に直面していることや、今後世界的には人

口増加や途上国の経済発展が予測されるこ

とから食料の需要が大幅に増加が見込まれ

ます。 

(２)農業生産についても、水資源の枯渇や過度

な放牧による土壌の劣化という問題があり、

中長期的には世界の食料需給はひっ迫する

可能性が指摘されています。 
５．食料給率を向上させるための「食料・農業・
農林基本計画」 

 国内の農業生産の増大を図ることを基本に、
これと輸入と備蓄とを適切に組み合わせて長

期的には、国民に供給される食料の５割以上を

国内生産で賄うことを目指し、当面計画期内、

平成２７年度における自給率目標を４５％に

設定しました。 

６．目標達成するため重点的に取組むべき事項 
〔消費面〕 

・食育の推進 

・国内生産物の消費拡大 

・国内農産物に対する消費者の信頼確保 
〔生産面〕 

・経営感覚に優れた担い手による需要に即した

生産の促進 

・食品産業と農業の連携の強化 

・効率的な農地利用の推進 
 

◆出席率 

会 員 出席者 出席率 

３４名 ２６名 ７６．４７％ 

コインBOX ２，５６９円 


